
 

-
 
44
 - 

二十一 第 64条～第 65条の２((収用等の場合の課税の特例))関係 

改         正         後 改         正         前 

（収用証明書の区分一覧表） 

64(4)－1 …………………………… 

別表１ 収用証明書の区分一覧表 

区   分 内  容 発 行 者 根拠条項 備    考 

１ ………………… 

 

………………… ……………… …………… ※１ ……………

……及び46から

48の２まで…… 

※２ …………… 

２ ………………… 

 

………………… ……………… …………… 

…
… 

３ ……………… ………………… ……………… …………… ※１ ……………

……及び44から

48の２まで…… 

※２ …………… 

 

     

…
… 

…
… 

９ 国又は都

道府県…… 

………………… ……………… ……………  

  

     

  

11 …………

……独立行

政法人石油

天然ガス・

金属鉱物資

源機構…… 

 

………………… ……………… ……………  

  

     

  

18の２ 日本 ………………… ……………… …………… …………………… 

（収用証明書の区分一覧表） 

64(4)－1 …………………………… 

別表１ 収用証明書の区分一覧表 

区   分 内  容 発 行 者 根拠条項 備    考 

１ ………………… 

 

………………… ……………… …………… ※１ ……………

……及び45から

48まで…… 

※２ …………… 

２ ………………… 

 

………………… ……………… …………… 

 
 

…
… 

３ ……………… 

 

………………… ……………… …………… ※１ ……………

……及び44から

48まで…… 

※２ …………… 

 

     

…
…

…
… 

…
… 

 

…
… 

９ 都道府県

…… 

………………… ……………… ……………   

  
     

  

11 …………

……独立行

政法人新エ

ネルギー・

産業技術総

合開発機構

…… 

………………… ……………… ……………  

  

     

  

18の２ 郵便 ………………… ……………… …………… …………………… 



 

-
 
45
 - 

改         正         後 改         正         前 

  

 郵便株式会

社…… 

    

  

     

  

27 ………… 

 

………………… 

 

……………… …………… ※１ …………… 

⑴ 障害者の

日常生活及

び社会生活

を総合的に

支援するた

めの法律…

… 

⑵ …………… 

⑶ …………… 

⑷ …………… 

⑸ …………… 

⑹ …………… 

⑺ …………… 

※２ …………… 

  

     

  

30 の２ 国が

設置する中

間貯蔵施設

(※１)及び

指定廃棄物

の最終処分

場(※２)と

して環境大

臣が指定す 

当該資産が左

に掲げる施設

に関する事業

に必要なもの

として収用す

ることができ

る資産に該当

する旨の証明

（代行買収（③ 

当該資産の買

取りをする者

（代行買収の

場合にあって

は、事業施行

者） 

措置法 64

条１項２

号、65条１

項１号 

措置法規

則 14条５

項３号イ 

※１ 「中間貯蔵

施設」とは、福

島県の区域内

において汚染

廃棄物等（平成

二十三年三月

十一日に発生

した東北地方

太平洋沖地震 

  

 事業株式会

社…… 

    

  

     

  

27 ………… ………………… 

 

……………… …………… ※１ …………… 

⑴ 障害者自

立支援法…

… 

 

 

 

 

⑵ …………… 

⑶ …………… 

⑷ …………… 

⑸ …………… 

⑹ …………… 

⑺ …………… 

※２ …………… 

  

     

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

    



 

-
 
46
 - 

改         正         後 改         正         前 

  

るもの（第

27号の２） 

の「備考」欄の

※２参照）の場

合にあっては、

当該代行買収

を行う者の名

称及び所在地

の記載がある

もの） 

  に伴う原子力

発電所の事故

により放出さ

れた放射性物

質による環境

の汚染への対

処に関する特

別措置法第46

条に規定する

汚染廃棄物等

をいう。）の処

理を行うため

に設置される

一群の施設で

あって、汚染廃

棄物等の貯蔵

施設及び汚染

廃棄物等の受

入施設、分別施

設又は減量施

設から構成さ

れるもの（これ

らと一体的に

設置される常

時監視施設、試

験研究及び研

究開発施設、展

示施設、緑化施

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

-
 
47
 - 

改         正         後 改         正         前 

設その他の施

設を含む。）を

いう。 

※２ ｢指定廃棄

物の最終処分

場｣とは、宮城

県、茨城県、栃

木県、群馬県又

は千葉県の区

域内において

同法第19条に

規定する指定

廃棄物の埋立

処分の用に供

される場所を

いう。 

  

     

…
… 

 

44 都市計画法

第４条第 15 項

に規定する…

… 

………………… 

 

……………… …………… …………………… 

      

 45 の２ 特定被災

区域（※１）内

において都市計

画法第４条第 15

項に規定する都

市計画事業に準 

当該事業が国

土交通大臣の

定める一団地

の津波防災拠

点市街地形成

施設の整備に 

国土交通大臣

（当該事業の

施行者が市町

村である場合

には、道県知

事） 

措置法 64

条１項２

号、65条１

項１号 

措置法規

則 14条５ 

※１ 「特定被災

区域」とは、東

日本大震災復

興特別区域法

第４条第１項

に規定する特 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

 
 

…
… 

 

44 都市計画法

の規定に基づ

く…… 

 

………………… 

 

……………… …………… …………………… 

 

     

（新 設） 

 

 

 

 

 

    



 

-
 
48
 - 

改         正         後 改         正         前 

 ずる事業として

行う一団地の津

波防災拠点市街

地形成施設の整

備に関する事業

（東日本大震災

復興特別区域法

第 77 条第２項

第３号ロに掲げ

る集団移転促進

事業（※２) と

併せて行うもの

に限る。）のた

めに土地及び当

該土地の上に存

する資産が買い

取られた場合

（※３） 

関する事業に

係る基準に該

当するこれに

準ずる事業で

ある旨の証明

（代行買収（※

４）の場合にあ

っては、当該代

行買収を行う

者の名称及び

所在地の記載

があるもの） 

 項４号の

８ 

定被災区域を

いう。 

※２ 集団移転

促進事業は、当

該集団移転促

進事業に関す

る事項が東日

本大震災復興

特別区域法第

77条第１項に

規定する復興

交付金事業計

画に記載され

ているものに

限る。 

※３ 施行者は、

国又は地方公

共団体である。 

※４ 「代行買

収」とは、事業

の施行者に代

わり、地方公共

団体又は地方

公共団体が財

産を提供して

設立した団体

（地方公共団

体以外の者が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

-
 
49
 - 

改         正         後 改         正         前 

財産を提供し

て設立した団

体を除く。）が

行う当該事業

のための土地

及び土地の上

に存する資産

の買取りをい

う。 

 
 

46 …………… (イ) ……………

……旨の証明 

(ロ)  …………

……都市計画

法第18条第１

項（同法第22

条第１項後段

の規定により

読み替えて適

用する場合を

含 む 。 以 下 

46の２から 48

までにおいて

同じ。）の決

定……認めら

れる旨、当該

土地及び資産

が当該工業団

地造成事業に 

国土交通大臣 …………… …………………… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46 …………… (イ) ……………

……旨 

(ロ) ……………

……都市計画

法第18条第３

項の同意若し

くは同法第22

条第１項後段

の規定により

読み替えられ

た同法第18条

第１項の決定

……認められ

る旨、……証

明（代行買収

（45の「備考」

欄の※２参

照）の場合に

あっては、当 

当該事業を所

轄する行政機

関の長 

…………… …………………… 



 

-
 
50
 - 

改         正         後 改         正         前 

  ついて同法第

12条第２項の

規定により都

市計画に定め

られた施行区

域内にある土

地及び当該土

地の上に存す

る資産である

旨、……証明 

Ａ 左欄の(イ)

の場合…… 

Ｂ 左欄の(ロ) 

の場合……  

   

 
 

46の２ ………… (イ) ……………

……の証明 

(ロ) ……………

……都市計画

法第18条第１

項……認めら

れる旨又は当

該土地及び資

産が当該第２

種市街地再開

発事業につい

て同法第12条

第２項の規定

により都市計 

……………… ……………  

 

 該代行買収を

行う者の名称

及び所在地の

記載があるも

の） 

(イ)の場合…… 

(ロ)の場合…… 

 

 

 

 

 

 

 

   

 
 46の２ ………… (イ) ……………

……並びに 

(ロ) ……………

……都市計画

法第18条第３

項の同意又は

同法第22条第

１項後段の規

定により読み

替えられた同

法第18条第１

項……認めら

れる旨の証明 

 

……………… ……………  



 

-
 
51
 - 

改         正         後 改         正         前 

  画に定められ

た施行区域内

にある土地及

び当該土地の

上に存する資

産である旨の

証明 

   

 
 

47 ……………

……供される

もの……場合

（※１） 

(イ) ……………

……旨の証明 

(ロ) ……………

……都市計画

法第18条第１

項……認めら

れる旨、当該

土地及び資産

が当該新都市

基盤整備事業

について同法

第12条第２項

の規定により

都市計画に定

められた施行

区域内にある

土地及び当該

土地の上に存

する資産であ

る旨又は……

当該新都市基 

……………… …………… ※１ 施行者（又

は施行予定者）

は、地方公共団

体である。 

※２ …………

……施行予定

者）に代わり…

…当該事業の

ための土地及

び土地の上に

存する資産の

買取りをいう。 
 

  

 

 

 

 

 

 

   

 

47 ……………

……供される

土地……場合 

(イ) ……………

……旨 

(ロ) ……………

……都市計画

法第18条第３

項の同意若し

くは同法第22

条第１項後段

の規定により

読み替えられ

た同法第18条

第１項……認

められる旨又

は……新都市

基盤整備事業

……（※）…

… 

 

 

……………… ……………  

 

 

 

※ ………………

……施行予定

者）が国又は地

方公共団体であ

る場合におい

て、当該事業の

施行者に代わり

……当該土地及

び資産の買取り

をいう。 



 

-
 
52
 - 

改         正         後 改         正         前 

 
 

 盤整備事業…

…（※２）…

… 

   

 48 …………… (イ) ……………

……旨の証明 

(ロ) ……………

……都市計画

法第18条第１

項……認めら

れる旨、当該

土地及び資産

が当該流通業

務団地造成事

業に係る同法

第11条第１項

第10号に掲げ

る流通業務団

地について同

条第２項の規

定により都市

計画に定めら

れた区域内に

ある土地及び

当該土地の上

に存する資産

である旨又は

……当該流通

業務団地造成 

……………… ……………  

 

  

 

 

   

 

48 …………… (イ) ……………

……旨 

(ロ) ……………

……都市計画

法第18条第３

項の同意若し

くは同法第18

条第１項（同

法第22条第１

項後段の規定

により読み替

えて適用する

場合を含む。）

……認められ

る旨又は……

流通業務団地

造成事業……

※…… 

 

 

 

 

 

 

 

……………… ……………  



 

-
 
53
 - 

改         正         後 改         正         前 

  事業……※２

…… 

   

 48 の 2 特定被災

区域（※１）内

において行う都

市計画法第11条

第１項第11号に

掲げる一団地の

津波防災拠点市

街地形成施設の

整備に関する事

業に必要な土地

で当該事業の用

に供されるもの

及び当該土地の

上に存する資産

が買い取られた

場合（※２） 

(イ) 当該土地及

び資産が当該

事業の用に供

される土地及

び当該土地の

上に存する資

産である旨の

証明 

(ロ) 当該土地及

び資産が当該

事業に係る一

団地の津波防

災拠点市街地

形成施設につ

いて同条第２

項の規定によ

り都市計画に

定められた区

域内にある土

地及び当該土

地の上に存す

る資産である

旨の証明（代

行買収（45の２

の「備考」欄

の※４参照） 

国土交通大臣

（当該事業の

施行者が市町

村である場合

には、道県知

事） 

措置法 64

条１項２

号、65条１

項１号 

措置法規

則 14条５

項４号の

７ 

※１ 「特定被災

区域」について

は、45の２の「備

考」欄の※１参

照。 

※２ 施行者は、

国又は地方公

共団体である。  

 

  

 

   

（新 設） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    



 

-
 
54
 - 

改         正         後 改         正         前 

  の場合にあっ

ては、当該代

行買収を行う

者の名称及び

所在地の記載

があるもの） 

   

      

 
 

…
… 

 

64 ……………… 

 

 

………………… ……………… …………… ※ ………………

…… 44 か ら  

45の２まで及び

47から 48の２ま

で…… 

 

     

     
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

      

…
… 

 

64 ……………… 

 

 

………………… 

 

……………… …………… ※ ………………

……44から48ま

で…… 

 

 

      

  

 

二十二 第 65条の３((特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場合の所得の特別控除))関係 

改         正         後 改         正         前 

（特定土地区画整理事業等の証明書の区分一覧表） 

65の 3－4 ……………………………  

別表２ 特定土地区画整理事業等に関する証明書の区分一覧表 

区   分 内  容 発 行 者 根拠条項 備    考 

     

3の2 ………………… 

 

………………… 

……掲げる書類

(イ) 土地等…… 

 

 

地方公共団 

…………… ※ 「緑地管理機

構等」とは、都

市緑地法第17 

（特定土地区画整理事業等の証明書の区分一覧表） 

65の 3－4 ……………………………  

別表２ 特定土地区画整理事業等に関する証明書の区分一覧表 

区   分 内  容 発 行 者 根拠条項 備    考 

     

3の2 ………………… 

 

 

…………………

……定める書類 

(イ) 当該土地等 

地方公共団

体の長（※） 

…………… ※ 緑地管理機

構が買い取る

場合は、都市緑 



 

-
 
55
 - 

改         正         後 改         正         前 

  

(ロ) 土地等が緑

地管理機構等

（※）に買い

取られる場合

……都市緑地

法第17条第３

項……当該緑

地管理機構等

に該当する旨

及び当該土地

等の買取りが

措置法令第39

条の４第３項

各号…… 

体の長 

当該緑地管

理機構等を

都市緑地法

第 17条第２

項の規定に

より買入れ

の相手方と

して定めた

地方公共団

体の長 

 条第２項に規

定する緑地管

理機構又は特

定緑地管理機

構（都市の低炭

素化の促進に

関する法律第

46条第１項の

規定により指

定された特定

緑地管理機構

で都市緑地法

第69条第１号

ハに掲げる業

務を行うもの

をいう。）のう

ち、公益社団法

人（その社員総

会における議

決権の総数の

２分の１以上

の数が地方公

共団体により

保有されてい

る も の に 限

る。）又は公益

財団法人（その 

 

 

 

 

…… 

(ロ) 当該土地等

が都市緑地法

第17条第３項

の緑地管理機

構に買い取ら

れる場合……

同項……措置

法令第39条の

４第３項に規

定する機構に

該当旨及び当

該土地等の買

取りが同項各

号…… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地法第17条第

２項の規定に

基づき当該緑

地管理機構を

買入れの相手

として定めた

地方公共団体

の長をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

-
 
56
 - 

改         正         後 改         正         前 

     設立当初にお

いて拠出をさ

れた金額の２

分の１以上の

金額が地方公

共団体により

拠出をされて

いるものに限

る。）であって、

その定款にお

いて、その法人

が解散した場

合にその残余

財産が地方公

共団体又は当

該法人と類似

の目的をもつ

他の公益を目

的とする事業

を行う法人に

帰属する旨の

定めがあるも

のをいう。 

     

     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

     
 

 

 

 



 

-
 
57
 - 

二十三 第 65条の４((特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の所得の特別控除))関係 

改         正         後 改         正         前 

（特定住宅地造成事業等の証明書の区分一覧表） 

65の 4－17 …………………………… 

別表３ 特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表 

区   分 内  容 発 行 者 根拠条項 備    考 

     

20  …………………  ………………… 

 

……………… 

 

…………… 

措置法規

則 22条の

５  １項

24号 

…………………… 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特定住宅地造成事業等の証明書の区分一覧表） 

65の 4－17 …………………………… 

別表３ 特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表 

区   分 内  容 発 行 者 根拠条項 備    考 

     

20  …………………  ………………… 

 

……………… 

 

…………… 

措置法規

則 22条の

５  １項

24号イ 

…………………… 

20の2 中心市街地活性

化法第 16 条第１項

に規定する土地区画

整理事業、高齢者、

障害者等の移動等の

円滑化の促進に関す

る法律（以下「高齢

者移動等円滑化法」

という。）第 39条第

１項に規定する土

地区画整理事業、

大都市地域住宅等

供給促進法による

特定土地区画整理

事業又は地方拠点

当該土地等に

つき中心市街

地活性化法第

16 条第１項に

規定する土地

区 画 整 理 事

業、高齢者移

動等円滑化法

第 39条第１項

に規定する土

地区画整理事

業、大都市地

域住宅等供給

促進法による

特定土地区画

土地区画整

理事業、特定

土地区画整

理事業又は

拠点整備土

地区画整理

事業の施行

者 

 

 

 

 

 

 

 

措置法65

条の４ 

１項20号 

措置法規

則 22条の

５  １項

24号ロ 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「生活関連

施設又は一般

交通用施設の

設 置 を す る

者」とは、国、

地 方 公 共 団

体、高齢者移

動等円滑化法

第39条第１項

に規定する公

共交通事業者

等（同法第２

条第４号イ及

びロに掲げる

者並びに同号



 

-
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改         正         後 改         正         前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市地域整備等促

進法による拠点整

備土地区画整理事

業が施行された場

合において、土地

等に係る換地処分

により当該土地等

のうち、中心市街地

活性化法第 16 条第

１項、高齢者移動等

円滑化法第 39 条第

１項、大都市地域

住宅等供給促進法

第 21 条第１項若

しくは地方拠点都

市地域整備等促進

法第 28 条第１項

の保留地に対応す

る部分の譲渡（高

齢者移動等円滑化

法第 39 条第１項

の保留地に対応す

る部分の譲渡にあ

っては、当該保留

地の上に設置され

る同項に規定する

生活関連施設又は

一般交通用施設の

整理事業又は

地方拠点都市

地域整備等促

進法による拠

点整備土地区

画整理事業に

係る換地処分

が行われ、そ

の換地処分に

より当該土地

等のうち、中

心市街地活性

化法第 16条第

１項、高齢者

移動等円滑化

法第 39条第１

項、大都市地

域住宅等供給

促進法第 21条

第１項又は地

方拠点都市地

域整備等促進

法第 28条第１

項の保留地に

対応する部分

の譲渡があっ

た旨（当該土

地等の譲渡が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハに規定する

一般乗合旅客

自動車運送事

業者に限る。） 

及び国 (国の

全額出資に係

る 法 人 を 含

む。) 又は地

方公共団体に

よりその資本

金、基本金そ

の他これらに

準ずるものの

２分の１以上

が出資されて

いる法人をい

う。 
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改         正         後 改         正         前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置をする者（※）

である場合に限る

ものとし、当該設

置をする者がする

ものを除く。）が

あったとき 

 

中心市街地活

性化法第 16条

第１項の保留

地に対応する

部分である場

合にあっては

その旨及び当

該保留地の上

に設置される

同項に規定す

る都市福利施

設又は公営住

宅等の設置を

する者が措置

法令第 39条の

５第 26項に規

定する者であ

る旨とし、当

該土地等の譲

渡が高齢者移

動等円滑化法

第 39条第１項

の保留地に対

応する部分の

譲渡である場

合にあっては

その旨並びに

当該保留地の
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改         正         後 改         正         前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21 …………………

(イ) ………………

(ロ) ………………

(ハ) ………………

(ニ) ………………

(ホ) ……………… 

……昭和 42年改

正規則による改

正後の道路運送

車両法施行規則

………………… 

 

……………… 

 

…………… 

 

 

…………………… 

上に設置され

る同項に規定

する生活関連

施設又は一般

交通用施設の

設置をする者

が措置法令第

39条の５第 27

項に規定する

者である旨及

び当該保留地

に対応する部

分の譲渡をす

る者が当該設

置をする者で

な い 旨 と す

る。）を証す

る書類 

 

 

 

 

 

21 …………………

(イ) ………………

(ロ) ………………

(ハ) ………………

(ニ) ………………

(ホ) ……………… 

……道路運送車

両法施行規則第

57条第１項…… 

 

………………… 

 

……………… 

 

…………… 

 

…………………… 
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改         正         後 改         正         前 

第 57条第１項…

… 

(ヘ) ……………… 

     

23  …………………  …………………

……掲げる書類 

(イ) …………… 

(ロ) …………… 

 Ａ …………

……措置法

令第39条の

５第29項各

号…… 

 Ｂ ………… 

……………… 

 

…………… 

 

…………………… 

     
 

 

 

(ヘ) ……………… 

     

23  …………………  …………………

……定める書類 

(イ) …………… 

(ロ) …………… 

Ａ …………

……措置法

令第39条の

５第31項各

号…… 

Ｂ ………… 

……………… 

 

…………… 

 

…………………… 

     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


